


 
 

事 業 予 定 者 の 住 所  磐田市平松５３２番地の１ 

氏         名 株式会社まるかわ食品 代表取締役 内山 雅司 

開 発 区 域 に 含 ま れ る 

地 域 の 名 称 
磐田市大久保字茅荒１０番１９ 

開 発 区 域 の 面 積 実測2,314.29平方メートル 公簿2,314平方メートル 

目         的 工場及び日用品店舗（小売店）の建設に伴う敷地造成 

開発区域内の土地の現状 

地 目 

区 分 
宅 地 農 地 山 林 合 計 

面 積 ㎡ ㎡ 2,314 ㎡ 2,314 ㎡ 

土
地
利
用
計
画 

予定建築物等の用途 

及 び 規 模 構 造  

工場（一部店舗） 鉄骨造２階建  

建築面積369.17㎡ 延床面積562.57㎡（店舗部分22.72㎡） 

そ   の   他 

 駐車場・通路・その他 1,937.92㎡（83.74%） 

調整池          7.20㎡（ 0.31%） 

（地下調整池      148.26㎡） 合計調整容量122.85㎥ 

地 域 指 定 の 適 合 状 況 用途指定なし 

排 水 施 設 

放  流  先 
調整池⇒道路側溝⇒中川幹線排水路⇒(二)今ノ浦川

⇒海 

汚水の処理方式 合併処理浄化槽にて処理後、北側道路側溝へ放流 

道         路 
取付ける 

公  道 

道路名  市道富里大久保線 

幅 員  19.6ｍ 

そ    の    他 

（地盤、がけ面、緩衝

帯） 

地 盤：磐田原台地であり良好です。 

（開発許可申請前に地盤調査予定です） 

がけ面：練積擁壁の設置及び30度以下の法面を設置します。 

緩衝帯：隣接地は物流センター及び道路のため、特に設けません。 

盛土等：最高盛土高0.11ｍ、土量4.25㎥、面積0.31㎡ 

切土から現地流用にて盛土します。 

切土等：1,040.53㎥の切土を行います。 



 
 

該 当 条 項 都市計画法第34条第14号 

理     由 

 

申請者は、平成 14 年に磐田市平松で創業し、冷凍餃子の製造、

販売を直販・通販・卸売の３チャネルで事業展開をしています。 

申請者が製造する「まるかわ」の餃子は、近年メディアに取り上

げられる機会も増え、磐田市ふるさと納税の返礼品としても取り扱

われていることもあり、磐田市内ではもちろんのこと、近隣市町で

の認知度も年々上昇しており、「磐田の餃子＝まるかわ」が定着し

つつあります。 

現在、製造拠点は磐田市平松の 1箇所のみで、冷凍餃子を製造す

る工場と併設された販売店舗で直販を行っています。 

直近の実績では、注文数が生産数量を上回る月もある状況で、既

存工場では生産供給ラインが上限に達しており、作業スペースの確

保や新たな冷凍冷蔵設備の導入も難しいため新工場建設の計画に至

りました。 

新工場設置後には現在の 2 倍以上の製造を見込んでおり、拡大し

た需要に対する供給体制の強化と、将来を見据えた製造能力の再構

築を目指しています。 

予定地の選定にあたっては、市街化区域に建築可能な場所が無い

ことから、搬入出の利便性が高く地盤が強固な磐田ＩＣ周辺の磐田

原台地に所在する本計画地を選定することとなりました。 

また、既存施設の直販店舗における顧客の大部分は豊岡地区を中

心に分布していることから、新店舗においても同様に市内の周辺住

民を主たるサービスの対象として計画しています。日常生活に必要

な食品を販売する店舗であり、周辺に居住する者の需要に応じるも

のです。 

 

申請者の行う冷凍餃子の製造業務は、日本標準産業分類の大分類

Ｅの製造業に該当しています。また、併設する冷凍餃子の販売店舗

は、日常生活のため必要な物品の小売業であることから、付議基準

13「地域振興のための工場等」及び都市計画法第 34 条第１号「日

用品店舗」の複合施設として特別付議するものです。 

 



 
 

処分庁の意見  

１ 付議基準の共通基準への適合状況 

⑴ 開発行為を行う区域（開発区域）の面積は５ヘクタール未満である

こと。 

開発行為を行う区域の面積は2,314.29 ㎡（0.23ha） です。 

 

⑵ 対象となる土地は農業振興地域の整備に関する法律（昭和44年法律

第58号)の農用地区域内にないこと。 

 

計画地は、山林であり農業振興地域の整備に関する法律の農用地 

区域内にはありません。 

 

⑶ 開発行為等の実施計画が市町の土地利用指導要綱に基づく承認を

受けるなど、地域の土地利用調整を経ており、かつ、周辺の土地利

用状況と適合していること。 

 

   磐田市土地利用指導要綱に基づく承認を令和８年６月１２日付け

で受けています。 

また、計画地は、磐田市都市計画マスタープランの産業拠点周辺

に位置し、工業・流通業務機能等の誘導を検討するエリアとなって

います。 

 

⑷ 対象となる者及び土地所有者に都市計画法又は関係法令違反の事

実がないこと。 

    

対象となる者及び土地所有者に、法令違反をしている事実はありま

せん。 

 

⑸ 市町の総合計画その他の計画に適合するなど、地域の経済社会活動

の活性化、地域社会の発展等に寄与するものと認める施設であるこ

と。 

 

計画地は、磐田市都市計画マスタープランにおいて「周辺環境との

調和や土地利用規制との調整を図った上で、広域交通の利便性を活か

した工業・流通業務機能等の誘導を検討」する産業拠点として位置付

けられた区域の周辺に位置しており、同ＩＣ周辺には物流倉庫や工場

が多数立地するなど、今後も産業拠点としての発展が見込まれます。 

 

⑹ 商業施設は、既存の商業用地の再開発を除き対象とならないこと。 

 

   予定建築物は、工場で商業施設ではありません。 

 

 



 
 

２ 当該地域（市町）で行う必要性が認められること 

 

「まるかわ」の製造する餃子は地域で愛されており、原料には、

磐田市産の食材を活用されることから、地域ブランド戦略の展開によ

る地域経済への貢献に期待しています。 

計画地は磐田市マスタープランの産業拠点周辺に位置し、工業・流

通業務機能等の誘導検討が可能な地域です。そして、併設される店舗

は、日常的な食品である餃子を、近隣住民を対象に販売するもので

す。 

 

３ 市街化区域内において行うことが困難又は著しく不適当と認められ

ること 

 

計画地周辺の市街化区域は既に市街地が形成されており、本計画の

敷地面積を確保できる余地はありません。 

 

４ 周辺における市街化を促進するおそれがないと認められること 

⑴計画地周辺に新たに公共公益施設を整備する必要が生じないこと又

はそのおそれがないこと。 

 

計画地が接する市道富里大久保線は、幅員が約19.6ｍです。 

   雨水は場内に地下式調整池を設け、一時貯留後、市道大久保富里線 

の側溝に制限放流し、排水路を経由して、二級河川今ノ浦川へ流下さ 

せます。それぞれの排水先の流下能力は1年確率降雨強度に対応して

おり、本計画に起因する河川改修の必要はありません。 

このため、周辺の生活環境及び自然環境への影響はありません。 

 

⑵計画地周辺の土地利用に大きな変化がもたらされないこと又はその 

おそれがないこと 

 

計画地はICに近く、隣接地は道路及び3方向がトヨタ物流センター敷

地で自動車整備棟などがあります。 

その他倉庫や工場もあり、住宅地からも十分な距離が保たれているた

め、周辺の土地利用に変化がもたらされる恐れはありません。 

 

 

 



 
 

 

５ 予定地で行われても支障がない（やむを得ない）と認められること。 

 

計画地は、上述のとおり磐田市都市計画マスタープランの産業拠点周

辺に位置しており、周辺の土地利用状況にも適合します。 

関係法令を遵守した適切な事業運営を予定しているため、周辺地域へ

の生活環境や自然環境に大きな影響をもたらす恐れはありません。 

また、周辺における市街化を促進するおそれもなく当該地域で行う必

要性が認められることから許可することが適切であると考えます。 
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地域未来投資促進法第11条第1項に規定する土地利用調整計画の策定について 

 

焼津市都市計画課 

 

現在、焼津市が作成している「地域経済牽引事業の促進による地城の成長発展の基盤強 

化に関する法律(平成19年法律第40号)」（以下「地域未来投資促進法」という。）第11条

第1項に基づく「土地利用調整計画」について、静岡県開発審査会審議規程第9条第1号に基

づき審査会に意見を求めます。 

 

１ 地域未来投資促進法にかかる手続きの主な流れ 

①国の「基本方針」に基づき、県及び市は「基本計画」を策定し、主務大臣が同意。 

②（土地利用の調整を要する場合）市は「土地利用調整計画」を策定し、県知事が同意 

③事業者は、「地域経済率引事業計画」を策定し、県知事又は市長が承認 

④国は、地方公共団体及び事業者を支援 

 

２ 開発審査会に意見を求める理由 

静岡県及び焼津市が提出した「静岡県焼津市基本計画」は、令和6年9月20日に主務大臣

から同意を受け、また、令和8年3月27日に変更同意を受けております。 

今後は、「土地利用調整計画」の県知事同意、「地域経済牽引事業計画」の焼津市長承

認を経て、計画地での施設整備を予定しています。 

地域未来促進法第 18条の規定では、都道府県知事（処分庁）は、同法で規定している施

設整備について、都市計画法などの許可の配慮をするものとしています。 

また、開発許可制度運用指針では、それらの施設について都市計画法 34条第 14号に基づ

いて通常原則として許可して差し支えないものと整理しており、静岡県開発審査会では「包

括承認基準 27 地域経済牽引事業の用に供する施設」として規定しています。 

当該包括承認基準の適用にあたっては、土地利用調整計画についてあらかじめ審査会で意

見を求めた上で策定することとしているため、審査会対して意見を求めます。 

 

３ 今回意見を求める土地利用調整計画 

 

 重点促進区域１ 相川地区６ 

 重点促進区域４ 中島地区１ 

 重点促進区域５ 上新田地区７ 

 

４ その他 

  ・企業活動への影響の観点から事業者名は公表していない。 

・あくまでも土地利用調整計画の段階であるため、建物の図面等詳細な開発行為の内 

容は未定。 



重点促進区域3
(下小杉地区)

重点促進区域5
(上新田地区)

重点促進区域4
(中島地区)

重点促進区域6
(越後島地区)

重点促進区域2
(下江留地区)

重点促進区域1
(相川・西島地区)

重点促進区域
審査会対象区域

位置図

重点促進区域9
(方ノ上地区)

重点促進区域10
(石脇下地区)

重点促進区域8
(大島地区)

重点促進区域7
(上小杉地区)

重点促進区域11
(大島地区)
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焼津市基本計画-重点促進区域1（相川・西島地区）県開発審査会に意見を求める土地利用調整区域の位置

土地利用調整の

予定なし

相川地区6

相川地区１

〇意見聴取済

(R7.9月開発審査会）

西島地区１

〇意見聴取済

(R7.9月開発審査会）

相川地区３

〇意見聴取済

(R7.9月開発審査会）

相川地区2

〇意見聴取済

(R7.11月開発審査会）

相川地区4

〇意見聴取済

(R7.11月開発審査会）
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周辺状況図（焼津市基本計画-重点促進区域4（中島地区））

1/1,500

市街化区域

工業地域

凡例

重点促進区域(市街化調整区域)

土地利用を予定するエリア

今回土地利用調整を行う区域

雨水排水：調整池を経由し排水路へ

汚水排水：合併浄化槽又は汚水処理槽を経由し排水路へ
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焼津市基本計画-重点促進区域5（上新田地区）県開発審査会に意見を求める土地利用調整区域の位置

上新田地区7

上新田地区3

〇意見聴取済

(R7.9月開発審査会）

土地利用調整の

予定なし

凡例

重点促進区域(市街化調整区域)

土地利用を予定するエリア

土地利用を予定する農地

今回土地調整区域を行う区域 1/5,000
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